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注記１：�平成30年度の統計から、構成比の表記において、四捨五

入をしているため、実際の構成比の合計は100にならない

ことがある。

注記２：�本書において、日付の注記のないものは、令和２年３月

31日現在の内容を掲載している。

注記３：�本書における災害名称の表記については、以下のとおりと

している。

「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大

震災）」は、「東日本大震災」

「平成28年（2016年）熊本地震」は、「平成28年熊本地震」

「平成30年７月豪雨（西日本豪雨」）は、「平成30年７月

豪雨」

「令和元年台風第15号（令和元年房総半島台風）」は、

「令和元年台風第15号」又は「台風第15号」

「令和元年台風第19号（令和元年東日本台風）」は、

「令和元年台風第19号」又は「台風第19号」
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